
H31 後継者チームの話し合い
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10年後も笑顔あふれる大森に！

～畑作複数戸法人設立までの歩みと支援～

十勝農業改良普及センター十勝東部支所 地域第一係

１ 活動対象及び概要

２ 背景・ねらい

平成22年から普及推進事項「自主的な地域

活性化活動の推進」として「地域課題検討会」

を開催してきた。

今後高齢化によって徐々に農業人口が減る

ことが予測される中で、大森の土地を大森の

耕作者が集落機能を維持しながらつないでい

くためにはどうしたらよいかについて、「地域」

と「個別」の両方から考えた。

３ 活動の経過

H24地域打合せ風景

R１冬季個別巡回

★池田町大森地域５戸 平均経営面積約３６ｈａ

★畑作４品を中心に露地野菜（かぼちゃ・長いも・わさびなど）との複合経営が中心

★重点地域として、現在第４クール目となり、法人・協業については、H22年（第２

クール）から検討を開始し、足かけ12年目にしてR3年11月に法人登記となった。
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大森地区の労働人口予測（H31時点)
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どんな結論になっても
（法人化議論に）
区切りをつけたい

たとえ大森の農地700haを独り
占めして儲かったとしても、地
域で自分一人になるのは寂しい
よね＊経営者チームも同じ想い

法人化の必要性について協議
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４ 活動の成果

５ 今後の対応

令和４年３月から法人としての耕起作業が始まる。これまで同様、大森地区の生産者と

して、生産性向上の支援、及び法人の効率的な運営に向けて支援を継続する。
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設立前協議
【先進地事例紹介】

他の先進事例として津別町畑作複

数戸法人を支援していた普及員に、

設立当時と現在の状況について説明

を依頼

「大森の農家戸数を減らしたくない」
という地域全体の意向を確認

勉強会①法人のメリット・デメリット、
②町内及び他地域法人事例紹介 他

女性対象法人説明会（R3.6)

個別作物生産性の算出
→法人ナビ＊を用いた経営計画の策定
→作付計画、給与体系、機械減価償却、
小作料の決定

設立準備 稼働に向けた各種計画策定

設立検討 設立にあたっての課題整理

畑作複数戸法人 法人登記

経営面積約180ha、従業員13名（5戸）
※作付品目（小麦、甜菜、馬鈴薯、
豆類、長いも、南瓜、わさび）を
アースカラーにしたロゴマーク

【ほ場図作成】

その他

【検討事項】

・定款

・登記

・労務管理

・給与

・保険等

労働総括表

＊法人ナビを使った経営シミュレーション

☆納得いくまで

何度も協議☆
作物経済性指標 作付計画

労働競合を解消
するために購入
機械を決定する

所得を確保する
ために高収益作
物を作ろう

R4年３月稼働

Ｈ27年地域検討会

・法人化により子供を縛ることにならないか

・今後は面積を増やさないと生き残れない

Ｈ31年地域懇談会

・将来のビジョンを少しでも持てたと思う

・描く将来像は同じだから法人化も実現できると思う

希望へと
変化

農業者の声

支援体制

月


